
保育分野に係る事業分野別指針（平成 28 年厚生労働省告示第 282 号） 

 

第１ 現状認識 

平成 27 年４月に「子ども・子育て支援新制度」が施行され、政府においては、全ての子ども及び子

育て家庭を対象に、保育、幼児教育、地域の子ども・子育て支援の質・量の拡充を図ることとしている。 

このうち、保育分野について、市場の動向等の現状について整理すると、以下のとおりである。 

１ 市場規模の動向 

少子高齢化が進む中、女性の就業も進んでおり、これに伴い、保育所等（保育所、特定地域型保育

事業及び幼保連携型認定こども園をいう。以下同じ。）の利用率も上昇している。また、保育所等を

利用する児童の増加に伴い、保育所等の数も増加傾向にある。 

しかし、保育所等の利用ニーズに対して保育所等の整備が追いついていないため、特に都市部を中

心に待機児童が生じている。女性の就業が更に進んだことや「子ども・子育て支援新制度」の施行等

により、保育所等の利用申込者数が増加した。政府は、待機児童の解消に向け、平成 25 年４月に「待

機児童解消加速化プラン」を発表し、平成 25 年から 28 年度までの４年間で約 42.8 万人分の保育の

受け皿を整備した。これに加えて、「希望出生率 1.8」の実現に向けて、平成 27 年 11 月に一億総活

躍国民会議において取りまとめた「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策－成長と

分配の好循環の形成に向けて－」では、平成 25 年度から平成 29 年度末までの保育の受け皿整備目

標を 40 万人分から 50 万人分に上積みし、結果として当該５年間で約 53.5 万人分の保育の受け皿を

整備した。さらに、平成 29 年６月に公表した「子育て安心プラン」に基づき、令和２年度末までに

さらに 32 万人分の保育の受け皿を整備することとしたことに加え、令和２年 12 月に公表した「新

子育て安心プラン」に基づき、令和６年度末までにさらに約 14 万人分の保育の受け皿を整備するこ

ととした。令和６年４月１日時点の待機児童数は約２千６百人となる中で、令和６年 12 月 20 日に

は、令和７年度以降の保育政策については、「量の拡大」から「質の向上」へ転換することとし、「地

域のニーズに対応した質の高い保育の確保・充実」、「全てのこどもの育ちと子育て家庭を支援する取

組の推進」及び「保育人材の確保とテクノロジーの活用等による業務改善」の３つの柱を軸とする

「保育政策の新たな方向性」を取りまとめた。 

２ 産業構造・業態の特徴 

施設数については、こども家庭庁「保育所等関連状況取りまとめ（令和６年４月１日）」によれば、

令和６年４月１日時点の保育所等（特定地域型保育事業を除く。）の数は約３万２千箇所となってお

り、特定地域型保育事業を行っている保育施設は約７千５百箇所となっている。また、こども家庭庁

「令和４年度認可外保育施設の現況取りまとめ」によれば、令和５年３月 31 日時点の認可外保育施

設は、約２万箇所となっている。 

一方、児童数については、こども家庭庁「保育所等関連状況取りまとめ（令和６年４月１日）」に

よれば、令和６年４月１日時点の保育所等（特定地域型保育事業を除く。）の定員（当該保育所等を

利用する子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）第 19 条第１項第２号及び第３号に規定す

る小学校就学前児童の定員）は約 290 万人、利用児童数は約 260 万人である。また、こども家庭庁

「令和４年度認可外保育施設の現況取りまとめ」によれば、令和５年３月 31 日時点の認可外保育施

設の入所児童数は、約 22 万人である。 



職員については、保育所等における保育は、生涯にわたる人間形成の基礎を培うものであり、専門

的知識と技術を持つ保育士が中心となって担っている。令和６年４月１日時点の保育士登録者数は

約 200 万人となっている。また、保育士の処遇改善について、近年の取組状況として、平成 27 年４

月の「子ども・子育て支援新制度」の施行に伴い、処遇改善等加算として３％相当の改善を行った。

平成 29 年度予算においては、全職員一律２％の処遇改善を実施するとともに、努力が評価され、将

来に希望が持てるよう、技能・経験に応じたキャリアアップの仕組みを構築し、経験年数が概ね３年

以上の職員に対しては、月額５千円、経験年数が概ね７年以上の中堅職員に対しては、月額４万円等

の処遇改善を行った。また、「新しい経済政策パッケージ」（平成 29 年 12 月８日閣議決定）に基づ

き、平成 31 年４月からは、更に１％（月額３千円相当）の処遇改善を行った。さらに、人事院勧告

を踏まえた累次の改善を行ってきており、令和６年度においては、公定価格の保育士等の人件費につ

いて 10.7％の改善を行った。これらの取組等により、平成 25 年度から令和６年度までの 12 年間に

おいて、約 34％の処遇改善を実現した。 

３ 経営の特徴 

一 保育事業の経営の特徴 

収支面、特に収入面の特徴として一般的に挙げられるのは、公定価格による、収入面の安定性で

ある。公定価格は、公費負担及び利用者負担からなる。 

また、保育は、一定期間継続して行うことが多いため、需要変動という観点からも収入の変動が

少ないのが特徴的である。 

こうした中で、就学前の子どもの成長過程に応じた適切な保育を提供するなど保育の質の向上

や多様な保育ニーズに応じた事業展開が重要となる。 

二 労働市場の状況 

保育分野の全国平均の有効求人倍率は令和６年４月の時点で 2.42 倍となっており、全産業の

1.18 倍に比べ高い水準にある。 

東京都福祉保健局「令和４年度東京都保育士実態調査報告書」によれば、過去に保育士として就

業した者が退職した理由としては、「職場の人間関係」が 31.5％、「仕事量が多い」が 23.1％、「給

料が安い」が 22.1％となっている。 

 

第２ 経営力向上の実施方法に関する事項 

１ 支援対象 

保育分野における経営力向上のための支援対象は、保育事業において、事業活動に有用な知識又は

技能を有する人材の育成、組織の活力の向上による人材の有効活用、財務内容の分析の結果の活用、

商品又は役務の需要の動向に関する情報の活用、経営能率の向上のためのデジタル技術の活用、経営

資源の組合せその他の経営資源を高度に利用する方法を導入して事業活動を行う取組とする。ただ

し、中小企業等経営強化法（平成 11 年法律第 18 号）第２条第６項に規定する特定事業者等（以下単

に「特定事業者等」という。）が事業承継等（同条第 10 項第９号に掲げるものを除く。）により、他

の事業者から取得した又は提供された経営資源を高度に利用する方法を導入して事業活動を行う場

合にあっては、事業の継続が困難である他の事業者の事業を継承するもののうち、事業の経営の承継

を伴う取組を支援対象とする。 



２ 経営力向上に係る指標 

保育所等における保育は、生涯にわたる人間形成の基礎を培うものであり、必要な職員配置を行う

ことを通じて、一定以上の質の確保が求められる。併せて、公定価格により収入の大宗が決められて

いることから、保育分野においては、一概に中小企業等の経営強化に関する基本方針（令和３年厚生

労働省・経済産業省告示第１号）第４の２の二のイ及びロの⑵に掲げる労働生産性の向上という指標

を用いて経営力の向上の度合いを測ることは適切ではない。 

このため、保育事業分野における経営力向上の度合いを測定するための指標としては、職員に関す

る次の各号に掲げる指標その他の各事業者において設定する客観的に評価可能な指標及びそれらの

目標伸び率（伸び率が不要な指標は除く。）を用いることが適当である。 

① 平均勤続年数 

平均勤続年数とは職員がその企業に雇い入れられてから経営力向上計画（中小企業等経営強化法

第 17 条第１項に規定する経営力向上計画をいう。以下同じ。）に係る認定の申請を行った日までに

勤続した年数の平均をいう。 

② 離職率 

離職率とは経営力向上計画に係る認定の申請を行った年度の前年度の４月１日（以下「基準日」と

いう。）における常用の職員数（期間を定めずに雇われている人数及び１か月以上の期間を定めて雇

われている職員数）に対する基準日から１年を経過する日までの離職者数の割合をいう。 

３ 売上高が 100 億円を超えるまでの目標期間 

中小企業等経営強化法施行規則（平成 11 年通商産業省令第 74 号）第 16 条第３項の経済産業大臣

の確認を受けて経営力向上計画の認定の申請を行おうとする特定事業者等は、経営力向上に係る事

業の実施を通じて 100 億円を超える売上高を目指す期間（４において「目標期間」という。）を設定

するものとする。 

４ 目標期間は 10 年を超えないものとする。 

 

第３ 経営力向上に関する事項 

１ 経営力向上の内容に関する事項 

一 経営力向上のために実施すべき事項 

経営力の向上のためには、事業主が、周囲の環境と自事業所の特徴を把握し、その特徴を活かし

てどのような質の高い保育を提供することが適当かを考え、方針を明らかにし、将来的な計画を立

てることが重要である。当該計画を達成するため、具体的に実施すべきと考えられる事項は以下の

とおりである。 

① 保育人材の育成及び評価体制の構築に関する事項 

保育所等において、その経営力を向上させるためには、職員のキャリアアップの仕組みを構築

するなどの取組を進めることが重要であり、これを踏まえた人材育成と人事管理の仕組みの構

築に取り組むことが必要である。具体的には次に掲げる事項とする。 

㈠ 研修機会の確保 

㈡ 賃金テーブルの整備 

㈢ 技能及び経験を考慮した適切な処遇の実施 



② 勤務環境の改善に関する事項 

保育所等において、保育人材の業務負担の軽減及び職員の健康増進を図ることが重要であり、

情報通信技術（ＩＣＴ）の活用による内部業務の効率化や、保育補助者の雇上げ等に取り組むこ

とにより勤務環境の改善に取り組むことが必要である。具体的には次に掲げる事項とする。 

㈠ ＩＣＴを活用した業務負担の軽減やＩＣＴを利用する人材の育成 

㈡ 保育補助者の雇上げによる保育士の業務の見直し 

㈢ 短時間正社員制度の推進 

㈣ 職員の健康増進に資する取組の実施 

③ 経営資源の組合せに関する事項 

保育の質及び生産性の向上を図るため、現に有する経営資源及び他の事業者から取得した又

は提供された経営資源を有効に組み合わせて一体的に活用することが必要である。 

④ その他の経営力向上のために実施すべき事項 

①から③までのほか、経営力向上のためには、外部の者による評価を受け、その結果に基づき

不断の改善を図ることや、財務諸表等を基に収支状況等の分析を行うことが必要である。具体的

には次に掲げる事項とする。 

㈠ 第三者評価の実施 

㈡ 財務諸表等の適切な整備並びに財務内容の分析及びその結果の活用 

㈢ 情報公開を進めることによる経営の透明性の向上 

二 経営資源を高度に利用する方法として、特に優先すべき事項 

経営資源を高度に利用する方法としては、特に、全国的に保育士不足の状況にあり、保育士の確

保が容易ではないという状況を踏まえると、質の高い保育の提供を実現するため、保育人材の勤務

環境の改善等による離職防止や、研修機会の確保等による保育人材のキャリアアップに優先的に

取り組むことが望ましい。 

２ 経営力向上計画の認定 

経営力向上計画について認定を受けようとする事業者にあっては、その経営規模に応じて取り組

むことのできる事項に差があると考えられることから、事業者は、次の各号に掲げる区分に応じてそ

れぞれ当該各号に掲げる事項の数以上の第３の１の一の①㈠から④㈢までに掲げる事項に取り組む

こととする。 

① 小規模事業者（常時使用する従業員の数がおおむね５人以下である事業者をいう。以下同じ。） 

いずれか１項目 

② 中規模事業者（基本財産又は資本金等の総額が５千万円以下であって、常時使用する従業員の数

が５人を越え 300 人以下である事業者をいう。以下同じ。） いずれか２項目 

③ 中堅事業者（小規模事業者及び中規模事業者に該当しない事業者をいう。） いずれか３項目 

 

第４ 経営力向上の促進に当たっての配慮事項 

１ 雇用への配慮 

国は、人員削減を目的とした取組を計画認定の対象としない等、雇用の安定に配慮するものとす

る。また、組織再編行為が従業員等に与える影響が大きいことに鑑み、事業者は事業承継等を行う場



合は、利用者に必要な保育の継続的な提供、従業員の雇用の安定等に特に配慮するものとする。 

２ 計画進捗状況の把握の推奨 

国は、経営力向上計画の進捗状況を事業者自ら定期的に把握することを推奨する。 

３ 外部専門家の活用 

国は、経営力向上計画の認定、計画進捗状況の調査、指導・助言に際しては、その事業内容、経営

目標が適切か否かを判断するに当たって、必要に応じて事業分野別経営力向上推進機関及び認定経

営革新等支援機関その他の専門家の知見を活用する。 

４ 特定事業者等の規模に応じた計画認定 

国は、特定事業者等による幅広い取組を促すため、特定事業者等の規模に応じて柔軟に計画認定を

行うものとする。 

 

第５ 事業分野別経営力向上推進業務に関する事項 

事業分野別経営力向上推進業務を行う者については、以下の要件を満たし、かつ、以下の業務に取り

組むための知見や能力を有することを認定事業分野別経営力向上推進機関の要件とする。 

１ 業務 

一 普及啓発及び研修等 

二 当該事業分野における経営力向上に関する最新の知見に関する情報の収集、整理及び分析並び

に調査研究等 

２ 要件 

一 組織体制について 

① 窓口となる拠点を有していること。 

② 役員（会長、副会長等）がおり、かつ、常勤職員が２名以上いること。 

③ 事業者団体の運営や業界振興に係る定期的な会合を年１回以上開催していること。 

二 事業基盤について 

① 参加事業者数が 20 以上であること、参加事業者の名簿及び連絡先を持っていること。 

② 自治体からの財政的支援及び会員からの会費収入又は自主事業による収入等、適切な収入基

盤を有すること。 

③ 決算報告書等、事業基盤の健全性を確認できる書類等を作成していること。 

３ 認定事業分野別経営力向上推進機関が配慮すべき事項 

一 認定事業分野別経営力向上推進機関は、事業分野別経営力向上推進業務の実施に当たって、合理

的な理由なく、特定の中小企業を支援対象から外すことのないようにすること。 

二 認定事業分野別経営力向上推進機関は、業務上知り得た秘密の保持による信頼の確保を図るこ

と。 


